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表題は、つまるところ緊急時における私権の制限の問題に帰着する。災害が発生したとき、国は国民を保護する責任がある、地方自治体は地域住民を保護する責任がある、か？

国民あっての国、地域住民あっての地方自治体である。国や地方自治体が、みずからを存在せしめてくれている構成要素をひとりも失いたくないと希求することはよくわかる。しかし住民には、そうでなければならない理由はひとつもみつからない。国や地方自治体から保護されることが私権とぶつかるとき、住民は保護されることを大きなお世話だと感じる。住み慣れた住居を捨てて、あるいはお客で繁盛しているホテルを捨てて他所に避難させる強制は、日本国憲法が保障した居住の自由と財産権の侵害にあたる、のではないか。

災害に巻き込まれた住民がごく普通に心に抱くに違いないこの権利意識にブレーキをかける力として、社会規範がある。この国の多くの住民は、村八分の仕打ちを受けることを嫌い、おEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かみ),上)の言うことに従順にしたがう。

住民の側からみれば、避難勧告や警戒区域設定なんて、大きなお世話だ。必要があったら、自分で判断して自分で逃げる。行政は、判断材料だけ提供してくれればよい。それをみて、どうすればよいかを自分で決める、という論理が成立する。

これが理想だ。このような力強い社会が実現するとよい。ただし、これだけの判断をみずからできる力をもっている住民はまだ多くない。

1）この力をもつ住民をたくさん育てること、

2）それまでの間、力が不十分な住民に手を差し伸べること、

がたいせつである。

注意：

2）を重視する余り、1）の営みを阻害したり、すでに1）に達した住民の権利を侵害しては、ならない。

ここに救うべき住民がいる。そこに手を差し伸べる行政には、国、都道府県、そして市町村という階層構造がある。それぞれの階層の中は、悪名高き縦割りによる高い壁で仕切られている。国で言えば、消防庁、気象庁、国土地理院、文部科学省、国土交通省、内閣府などだ。また、警察と自衛隊という別系統もある。三次元的に複雑に入り組んだこれらの組織が災害時にそれぞれどんな役割分担を負っているか、負っていることになっているかを、それが住民の私権とどうぶつかるかに注意しつつ考えてみよう。

最近あった火山噴火危機の事例を具体的に示しつつ、お話しします。

伊豆大島1986年
· 警察と町役場

· 一夜のうちの全島避難。霞ヶ関の影。軍事演習

· 行政判断することを拒んだ火山噴火予知連絡会

· 鈴木都知事のリーダーシップによる早期帰島「嵐の前の静けさではない」

避難と帰島を決断したのは行政

　全住民の島外避難を決めたのは植村秀正・大島町長でした。翌朝の新聞紙面には避難命令の語が踊りましたが、災害対策基本法に基づいて避難指示や命令を出した意識は町長になかったようです。町長が、法律によらずに避難を呼びかけ、それに応えて東海汽船が脱出船を手配し、政府も艦船を手当てした、というのが真相のようです。

夜の元町桟橋に迫る真っ赤な溶岩の恐怖は、頻発した震度5の地震と相まって、住民を島からの脱出行動に駆り立てるのに十分だったようです。彼らは取るものもとりあえず桟橋に集まって、老人と子どもをいたわりつつ、粛々と船に乗って避難を完了しました。いったん伊豆半島に上陸した住民もバスですみやかに東京に移動して、体育館での集団避難生活を始めました。

島に帰りたいという声は、避難生活の開始と同時に住民から上がりました。24日に都内で開かれた町議会の全員協議会で、多数の町議が町長に早期帰島を迫りましたが、町長は慎重な姿勢を崩しませんでした。その日の夜、火山噴火予知連絡会が、島の危険はまだ継続していてこれから最悪の事態が生じる恐れもあると書いた統一見解を発表しました。帰島はまだまだ遠い先にあるかのようにみえました。

ところが28日、現地を視察した鈴木俊一・東京都知事が大島町役場で記者会見して「（この静けさは）嵐の前の静けさではない」と断定しました。これは明らかな学術判断です。火山学者ではない都知事がすべきことではありません。しかし、連絡会の判断と大きく異なるこの安全宣言を都知事が口に出したことによって、帰島への動きが目に見えて加速しました。

当時の連絡会は行政判断をしない姿勢を強く打ち出していました。火山の状況を把握した上で近い将来を予測する学術判断までが連絡会の役割であり、住民の避難やその解除にはいっさい関与しないと明言していました。

都知事独自の学術判断が出た28日にも連絡会が開かれました。行政官庁から出席していた委員がそこで強い意見を述べたといいます。その結果、「なお一時的な帰島がある場合には、」の句が統一見解に盛り込まれました。かたくなだった連絡会が行政判断に足を踏み込んだ瞬間でした。

　早期帰島は実現しました。12月3日から一時帰島を実施したあと、12月20日から22日までの三日間で全住民が島に戻りました。窮屈な避難生活は1ヶ月で終わったのです。
学術判断は火山噴火予知連絡会が下す

噴火中の火山に対する国の学術判断は、火山噴火予知連絡会がすることになっています。同会は、測地学審議会の建議に沿って1974年に組織された気象庁長官の私的諮問機関です。私的諮問機関は審議会と違って法令上に設置根拠をもちませんが、その経費は国費から支弁されています。ですから、「私的」の意味を誤解してはなりません。私的諮問機関の中には、審議会よりも大きな影響力をもつものが少なくありません。

実際、火山噴火予知連絡会は、伊豆大島1986年噴火や雲仙岳1991年噴火などの経験を通して、現在進行中の火山噴火について学術判断を下す国の最高意思決定機関であると社会から認められています。同会の委員には大学教授などの火山学者だけでなく、内閣府・文部科学省・国土交通省などの行政機関職員も含まれています。外国では、国立の単一機関がこの役割を担っている例が多いですが、日本では監視も判断も国立の複数機関が分担して行っています。
雲仙岳1991年
· 市議会選挙のさなか、避難勧告を一部解除。その後の惨事。43人の犠牲者。
· 火砕流惨事後、厳重な警戒を叫び続け、警戒区域内への立ち入りを禁じた。市街地への警戒区域設定は初めて。小川一本へだてたホテルが営業停止→廃業？
· 自衛隊の活動
· 鎌田慧フライデー事件
· 警戒区域内の写真を実費配布した警察官

社会対応は災害対策基本法で

わが国の防災対策は、災害対策基本法に従って行われます。この法律は、1959年9月の伊勢湾台風のあと、1961年に作られました。この法律は、防災を第一次的には地方公共団体の責務とする考え方で書かれています。
防災を実現するために、国は中央防災会議を内閣府に置いています。地方公共団体は、地方防災会議を置きます。ただし都道府県防災会議はどの都道府県にも設置されていますが、市町村防災会議は必ずしも設置しなくてよいとされています。防災会議は、平時の防災計画および災害発生時の緊急措置を作成します。

災害が起こると、都道府県知事または市町村長は、みずからが本部長になる災害対策本部を設置します。住民への避難の勧告または指示は、市町村長が出します。ただしこの勧告または指示に反しても、罰則はありません。避難命令に相当するものとして、警戒区域の指定があります。市町村長は、警戒区域を指定してそこからの退去を住民に命ずることができます。これには罰則規定があり、違反した者には10万円以下の罰金または拘留が課せられます。

鎌田慧フライデー事件

ルポライター鎌田慧が，1991年7月11日，災害対策基本法63条の警戒区域に指定されて立入が禁止されていた区域内に入り，その記事を雑誌『フライデー』に書いた．これを読売新聞が大々的にとりあげて，鎌田を批判した．このとき，全国紙では朝日新聞だけが鎌田に同情的だった．鎌田は，朝日新聞の投書欄「声」で読者の批判に答えて，反論を投稿し，採用された．彼自身が著書『大災害！』(岩波書店、1995)巻末にこの事件の顛末を詳しく書いている。
私は，この事件に関して，鎌田および朝日新聞の考え方に共感する．いっぽう，読売新聞に対しては嫌悪感を覚える．鎌田が『大災害！』で展開している論に同意するところが多い．

鎌田が警戒区域内に立ち入ったときの雲仙岳は，6月の危機が一段落して，十分な配慮をすれば立ち入ってもさほどの危険がなかった時期だった．実際，多くの住民が立ち入っていた．
有珠山2000年
· 伊達霞ヶ関。ちょうど省庁再編と国政選挙だった。
· 月浦側での自衛隊。サンパレス側の警察官。伊達警察署次長の本音
· 洞爺湖の水面にも避難指示を出した奇異
· 避難指示区域内に留まった男性を戦車によって救出

· 動物愛好家によるペット救出強行

予知された噴火

予想より10年も早い2000年3月27日、有珠山直下で地震が増えていることに気象庁札幌管区気象台の職員が気づきました。同じころ、北海道大学有珠山火山観測所でもその異常に気づきました。両者は互いに連絡を取り合って、日付が変わったばかりの28日0時50分に気象庁が火山観測情報1号を出し、有珠山の地下で無感の地震が増えていることを伝えました。続いて2時50分には臨時火山情報1号を出して、1時31分の地震が洞爺湖温泉で有感だったことを伝えました。

28日11時、同観測所長の岡田弘教授が地元の壮瞥町役場で記者会見して、「現在のような活動をして、噴火しなかったことは過去にない」とコメントを出しました。これとほぼ同時に気象庁も、11時55分に臨時火山情報3号を出して「今後噴火する可能性があり」と、伝えました。

翌29日11時10分、気象庁は緊急火山情報1号を出して「今後数日以内に噴火が発生する可能性があり」と、きわめて明確な噴火予知を行いました。噴火は、それから50時間後の31日13時08分に始まりました。

絶妙だった緊急火山情報のタイミング

日本にあるすべての火山の状態は、気象庁が責任を持って24時間365日監視しています。特定の火山で異常が発生してひとの命にかかわる状態になったとき、気象庁は緊急火山情報を出します。異常の程度がひとの命にかかわるほどではないけれども、注意が必要なときは、臨時火山情報を出します。緊急火山情報と臨時火山情報を補うなど、火山の状況をきめ細かく伝える必要があるときは、火山観測情報を出します。

火山情報は、マスメディアを通して国民に伝えられます。2002年からは、気象庁自身もインターネットのホームページで火山情報を国民に直接提供するようになりました。緊急火山情報は特別に、その重大性のため、該当する都道府県知事に気象庁が直接伝えることになっています。

気象庁はすでに1991年と1993年の雲仙岳噴火で緊急火山情報を出したことがありました。しかしそれらは、危険な噴火の発生を確認したあとで出したものでした。一方2000年3月の事例では、緊急火山情報を初めて噴火前に出して、厳重な警戒を地元住民に呼びかけました。それは、噴火の50時間前という絶妙のタイミングで出されたのです。

緊急火山情報と臨時火山情報は、実質的には、それぞれ警報と注意報に当たると社会から認知されています。マスメディアはしばしば、「警報に当たる緊急火山情報」などと冠をかぶせて報道します。しかし火山現象の予報および警報を出すことは、気象庁に義務づけられていません。気象業務法によると、火山情報は警報でも注意報でもありません。火山噴火の予知は、毎日定時にお茶の間に届けられる天気予報のようには、まだ実用化されていません。有珠山における2000年3月噴火予知の成功は例外的なものだったとみるべきです。他の火山でこのような見事な予知ができる見込みは、残念ながら、まだありません。

緊急火山情報を受けて避難勧告

伊達市・虻田町・壮瞥町は、緊急火山情報1号の発表を受けて、29日午後、危険地域の住民に対して避難の勧告と指示を出しました。地域を特定する際に、岡田教授ら北海道防災会議の委員がアドバイスしたものとみられます。避難命令に相当する警戒区域は、この噴火では最後まで指定されませんでした。

31日の噴火開始後すみやかに、国土庁長官を本部長とする非常災害対策本部が14時30分に設置されました。国家的立場から災害応急対策を推進しなければならないほどの災害が発生したときには、非常災害対策本部が総理府に設置されることになっていました（現在は内閣府に設置されることになっています）。有珠山噴火の重大性を、国はこのように認識したのです。

非常災害対策本部を上回る防災組織として、内閣総理大臣みずからが本部長となる緊急災害対策本部の設置規定が同法にありますが、これは、首都東京が壊滅的打撃を受けるような、国が総力を挙げて災害応急対策の推進に当たらなければならないときに設置される例外的なものです。火山災害で緊急災害対策本部が設置された例はありません。

立入禁止ゲートの警察官

6月上旬の時点で，立入規制ゲートは5個所あったが，そのどこでも警察官が24時間体制で立っているようだった．猫の子一匹入れない厳戒態勢が敷かれている．この24時間体制は，噴火直後からずっと継続しているようだった．

このような厳重な警戒態勢は，雲仙岳1991年噴火危機でみられなかったものである．雲仙岳では，災害対策基本法63条による警戒区域が指定されたが，その境界線上に警察官が24時間立っていたことは，（私の情報収集は完全ではないが）ほとんどなかった．じっさい，1991年6月3日の火砕流で死亡した43人のほとんどは，事実上フリーパスの規制ゲートを通過して中に進入した人たちだった．1991年9月に大野木場が火砕流に焼かれたとき，多数の住民が自宅に水をかけて消火に専念したという．二年後の1993年6月の火砕流で死亡したひとりは，早朝に発生した火砕流のあと，自宅の安否を確かめに行った人である．また，そのひとの遺体のありかの情報は「○○さんの家の庭のどこそこ」と，きわめて具体的に別の住民からもたらされたという．

今回の有珠山で実行されている猫の子一匹入れない規制は，これまでの火山噴火危機で実施されたことがなかった厳戒態勢である．いま有珠山では，災害対策基本法63条は使われていない．60条すら，明示的に使われた事実がない．なし崩し的に，ムードによって，厳戒態勢が実施されている．

法に基づかない立入制限は，住民と国民の基本的人権を明らかに侵している．もし雲仙岳で立入制限を厳しく実施していれば，死者を出さずにすんだのは事実である．しかし死者を出さないためのその施策が，基本的人権をこのように侵してまでも認められるべきだろうか．私は否定的である．危険をよく知って理解した人が，自己責任において，その危険を侵す自由は認められるべきだと考える．

現在の立入制限処置が戒厳令と異なるのは，監視する組織が軍でなく警察であることだけだ．日本国憲法で保障された基本的人権を侵害したこのような処置が現実に実施されるくらいなら，災害対策基本法63条による警戒区域を指定して，法による制限をしたほうがよいと私は考える．そうすれば，損失を補償しない63条の矛盾が明らかになって，矛盾解消の道へ進むことができる．

またこの厳重な警戒体制は，区域指定そのものにかんして奇妙な関係をつくり出した．火山専門家といえども，立入規制ゲートから中に長い間はいれなかったからだ．このため，どれくらいの危険がどの地域まで及んでいるかを誰も知らない時期が長く続いた．立入規制地域の内部の情報が収集できないという，火山監視でもっとも不適当な事態が実際に出現してしまった．鶏と卵の関係だ．この時期，立入禁止ゲートに立った警察官はほんとうに恐ろしかっただろう．相手の状況がモニターできないほど恐ろしいことはない．

しかしこの状況は，5月末で解消したようだ．その時期，火山専門家が核心部まではじめて近づいて火山の状況を把握した．
規制区域図は，そもそもなかった

驚くべきことに，規制区域の地図はいつも作成されていたわけではなかったようだ．規制区域は，図解表現することがもっとも簡単で，かつ正確な情報伝達ができる．にもかからず，有珠山では長い間，文章のみによる区域指定がなされてきたらしい．公開すべき規制区域図がそもそも存在しない状況が長い間つづいたらしい．地図があったとしても，それは文章による決定をわかりやすく表現した非公式なものにすぎず，責任ある会議で決定されたものではなかったようだ．

雲仙岳のときは，火山専門家が同席した地元自治体の合同会議で指定区域を決めた．指定区域を変更するたびに，当該自治体担当者が正式職務として地図を描いて，変更内容を公開していた．有珠山でこの作業が実行されなかった理由はよくわからないが，伊達霞ヶ関とよばれるように国が前面に出てきて危機対応したことと関係があるだろう．今回国が災害対応ではじめて本格的に乗り出してきたこと自体は，高く評価してよいが，その副産物として，地元市町の自治の意欲をそいでしまった効果があったのではないか．

火山専門家と首長が同席して，制限区域指定にかんして議論を交わした時間数も，雲仙岳のときにくらべたら，有珠山の場合は少なかったのではないか．

ヘリコプターによる監視

空からの毎日の監視に自衛隊のヘリコプターを使っているのは，雲仙岳も有珠山も同じだ．ただその管理運営の実務を担当しているのは，今回は気象庁のようだ．雲仙岳のときは九州大学だった．

一時帰宅オペレーションの安全を確保するため，民間航測会社の社員が業務としてヘリコプターに搭乗して目視するシステムが，今回初めて採用された．ただしその業務は6月中旬で終了した．

奇妙なほど従順な住民

有珠山の住民は，奇妙なほど従順でおとなしい．立入規制ゲートでの警察の警備がいくら厳しくても，それとは別に，その目をぬすんで規制区域内に進入する人があとをたたないのではないかと予想したが，それはゼロではないが，とても少ないらしい．

雲仙岳のときは，こうではなかった．警戒区域内にパワーシャベルを持ち込んで復興作業を独自にはじめた人がいたくらいだった．

こうなった原因は，おそらくふたつ指摘できる．ひとつは，雲仙岳の火砕流惨事の印象があまりにつよく，火砕流の危険について必要以上の警戒心と恐怖感が住民に植え付けられた．熱ものに懲りてなますを吹くのたとえが当てはまる．

そしてもうひとつは，有珠山地域の自治会あるいは商工会の結束力がきわめて強いのではないかと指摘したい．とくに洞爺湖温泉地区の運命共同体意識はきわめて強いのではないかと想像される．
三宅島2000年（進行中）
· 6月26日の緊急火山情報へ国が過剰反応。自衛隊派遣。
· のんびりした村民

· 東京都は災害対策本部を早期解散
· 8月、島を脱出したい村民および村の希望を都が聞かず、島内にとどめた。
· 避難してきた島民を分散して居住させた東京都。
· 親と子を切り離し、小学校低学年まで合宿生活させた東京都教育委員会。
· それをそのまま受け入れた村と村民。
· 島内作業は続けつつ、住民の帰島を許さなかった東京都。

不十分な気象庁の情報発表、自治体との連携不足、伝わらぬ予知の限界 

　気象庁は6月26日に緊急火山情報第1号を出しましたが、それ以降、三宅島伊ヶ谷地区に大岩が着弾した8月18日の噴火、神着地区などに火砕流が及んだ8月29日の噴火の際にも、また、極めて高濃度の二酸化硫黄が観測された9月以降においても、現在に至るまで緊急火山情報を発表していません。

　現在の科学においても火山噴火の予知技術はいまだ完全なものとはいえず、現行法において、火山現象の予報・警報までは気象庁の業務とされていません。法律に基づくことなく設置された火山噴火予知連絡会が、「見解」を発表しているだけです。しかし、石原慎太郎東京都知事は避難直前の8月30日に「火山噴火予知連絡会が公式な見解を述べてくれて初めて判断ができる」と語るなど、自治体等の防災機関が火山科学の限界を十分認識していない現実があります。

　このような気象庁の情報発表のあり方や自治体との連携が不十分なことが、三宅村民には気象庁不信、自治体不信として強く根付きました。

　また、本年の有珠山噴火災害においては、平素から災害対策基本法に基づき北海道防災会議専門委員に任命されていた火山学者が行政の判断を助ける重要な役割を随時果たしましたが、東京都防災会議は噴火後の現在においてもそのような体制を取っていません。9月26日に「三宅島火山活動検討委員会」を設置し、これまで2回の会合を開いただけです。

　気象庁及び自治体は、このような状況を改善するとともに、住民に信頼される火山監視体制、情報伝達体制を確立していく必要があります。

この項、平成12年（2000年）12月8日　第１回三宅島噴火災害集会報告（衆議院第二議員会館）より抜粋、一部修正。　http://maechan.net/miyake/appeal/appeal.html
浅間山2004年（進行中）
· 災害対策基本法63条を使った登山規制

· 気象庁の危険レベルとの連動

· 観光地軽井沢

· ハザードマップ疑惑

· 危険レベル判定疑惑

· 県境をまたいだ火山の特殊事情

浅間山1973年の登山規制

　20世紀前半の浅間山はいまよりずっと頻繁に爆発していました。当時は浅間山に登ることに制限はなく、登山者が自由に自己責任で山頂をめざしていたようです。その結果、1911年から1961年までにあった12回の爆発で30人を超える犠牲者が出ました。

　1973年2月1日、浅間山は11年3ヶ月の静穏を破って突然爆発しました。このとき地元自治体は、山頂から4キロの範囲を災害対策基本法63条に基づいて警戒区域に指定しました。浅間山の登山が初めて公式に法的根拠をもって禁じられました。この爆発は一回で終わらずに何回も繰り返しましたが、ひとりの死傷者もなく5月末に静かになりました。

増えた登山者

　しかし不思議なことに、警戒区域の指定はその後長い間解かれませんでした。わずかに、1980年代になって、軽井沢側では小浅間まで、小諸側では湯ノ平（山頂から2キロ）まで登山できるよう軽微に緩和されたのみでした。

　書店で購入できる登山地図には、浅間山頂までの道が書かれていません。しかし山頂火口の周辺は、20世紀前半に頻発した噴火のため森林が失われて砂礫地になっていますから、実際にはどこでも歩けるし、しっかりとした踏み跡もついています。山頂に立てば、深い噴火口をのぞくことができるし、360度の展望を楽しむこともできます。登山愛好家のなかでは、浅間山は登るとたいへん楽しい山であることが公然の秘密になっていました。

　1999年4月20日に山頂で四人の登山者が道に迷って凍死したニュースが報道されると、この秘密を知る人が一気に増えて、その年の浅間山は例年をはるかに超える数の登山者でにぎわいました。

規制解除への動きと浅間山の活発化

　この実態を知った小諸市は、できる限りの処置を施した上で浅間山に登ることを公式に認めたほうが、むしろ登山者の安全を守ることができると考えました。同市は、浅間山に詳しい複数の火山学者を招いて近隣三市町とともに浅間山登山規制調査検討委員会を組織して、規制解除の方法を具体的に検討し始めました。

　委員会では、「地元自治体の防災職員の中にも山頂まで登ったことがない人がいる。ふるさとの山に登ったことがなくて、その山の防災がうまくできるだろうか？」「平時には、山頂まで登山することを奨励して大勢の人に浅間山に親しんでもらったほうが、防災のためにはむしろ有効だろう」など、小諸市の考え方を支持する意見が圧倒的でした。

　そして、1）登山道と看板を整備する、2）山頂に避難シェルターを設置する、3）中腹の火山館を改築して管理人を常駐させる、4）黒斑山の警報スピーカーを増強するなど、9項目の防災対策が施されれば、登山者に自己責任で浅間山の登山を楽しんでもらってよいとする結論に達しました。

28年ぶりの規制緩和

　2001年7月23日、浅間山の登山規制緩和が28年ぶりに実現しました。浅間山登山規制調査検討委員会の答申を受けて、浅間山火山対策会議が小諸側の規制を500メートルまでに緩和することを決めました。釜山火口縁には立てませんが、前掛山頂まで登れるようになりました。

　山頂までの登山を許可しなかったのは、1982年や1983年のような爆発の前兆を、いまの観測システムではとらえることができないからです。1982年や1983年のような爆発は、いつでも前触れなく突然起こり得ます。そのような爆発を火口縁で経験したら命にかかわりますので、少なくとも500メートルは離れる必要があると判断されました。

2002年の異常と2003年の微弱噴火

　緩和から11ヵ月後の2002年6月7日0時、山頂火口縁に据えられた群馬県カメラが火口底の火炎をとらえました。火口底に硫黄が昇華して、それが自然発火したのだと思われます。火口底から噴き出すガスに硫黄が多く含まれるようになり、かつ高温化してきたのです。

　6月20日、白色噴煙がときに1000メートルまで上昇し、火口底の温度が176度あると気象庁が発表したことを受けて小諸市は、規制を500メートルから2キロに拡大しました。2日後には地震が多発して、さらに4キロに拡大しました。この異常は2週間続きましたが、噴火には至りませんでした。
　2003年になって、2月6日、3月30日、4月7日、4月18日と、噴火が4回続きました。噴火といっても、ごく少量（数百トン程度）の火山灰が放出されただけでした。1回の噴火はほんの数秒の単発爆発で終わりました。山麓に音は聞こえませんでした。ビデオカメラに映った噴煙に色がついていたので初めてわかった程度の微弱な噴火でした。

登山規制の範囲を危険レベルに連動させる
　2003年11月から気象庁が浅間山の危険レベルを数値で常時アナウンスするようになったことを受けて、長野県側の四市町は、2004年4月から登山規制を次のように自動的に決めることにしました。

	レベル3
	4キロ規制

	レベル2
	2キロ規制

	レベル1
	500メートル規制

	レベル0
	山頂まで可


この処置をとったことにより、危険が高まったときの規制強化だけでなく、危険が去ったときの規制緩和も迅速にできるようになりました。

2004年9月1日20時02分の爆発の7分後に気象庁は、臨時火山情報を出してレベルを2から3に変更しました。これによって登山規制は自動的に2キロから4キロに拡大されました。現在もレベルは3に据え置かれていて、規制も4キロが継続しています。

ただし群馬県側の4キロ以内で観光教育施設が営業を続けたこと、気象庁が危険レベルを決定するときに用いる表に不備がみつかったことなど、今後解決されるべき課題も残されています。
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